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千葉、平４不３、平7.2.10 

 

命  令  書  
 

 申立人  全日本金属情報機器労働組合東京地方本部 

申立人  全日本金属情報機器労働組合東京地方本部三和機材支

部 

 申立人  Ａ 

 

 被申立人 三和機材株式会社 

 

主   文  
１ 被申立人は、申立人Ａに対して、平成３年７月５日に行った同日付けをも

って解雇する旨の解雇通告を撤回しなければならない。 

２ 被申立人は、申立人Ａの復帰させるべき職場について、申立人らと誠実に

協議しなければならない。 

３ 被申立人は、申立人Ａに対し、上記解雇の日の翌日から上記復帰の日まで

の間に同人が受けるはずであった賃金相当額に、年５分の割合による金額を

加算して支払わなければならない。 

４ 被申立人は、本命令書受領後１週間以内に、下記内容の文書を申立人全日

本金属情報機器労働組合東京地方本部の代表者、申立人全日本金属情報機器

労働組合東京地方本部三和機材支部の代表者及び申立人Ａに対し、それぞれ

手交しなければならない。 

記  
 当社が、平成３年７月５日付けでＡ氏を解雇したこと、及び同解雇問題等

に関する団体交渉に誠実に応じなかったことが、今般、千葉県地方労働委員

会において、労働組合法第７条第１号、第２号及び第３号に該当する不当労

働行為であると認定されました。 

 よって、当社は、再びこのような行為を繰り返さないようにいたします。 

 平成 年 月 日 

全日本金属情報機器労働組合東京地方本部 様 

全日本金属情報機器労働組合東京地方本部三和機材支部 様 

Ａ        様 

三和機材株式会社 

（注：年月日は、手交の日を記入すること。） 

５ 申立人らのその余の申立てを棄却する。 

 

理   由  
第１ 認定した事実 

１ 当事者等 
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(1) 被申立人三和機材株式会社（以下「会社」又は「三和」という。）は、

昭和30年10月21日に設立された、工作用機械・資材の製作・販売及び輸

出入業等を営む会社であって、肩書地に本社を置き、大阪に支店、札幌

等に営業所を、また千葉及び成田に工場を有しており、本件申立時の従

業員数は約130名である。 

(2) 申立人全日本金属情報機器労働組合東京地方本部（以下「ＪＭＩＵ・

東京」という。）は、東京都（及び近隣県）内の全日本金属情報機器労働

組合の組合員で組織する連合体であって、本件申立時の組合員数は、約

7,000名である。 

(3) 申立人全日本金属情報機器労働組合東京地方本部三和機材支部（以下

「支部」という。）は、昭和51年５月24日に支部の前身である三和機材労

働組合（以下「組合」という。）が設立され、平成元年11月10日にＪＭＩ

Ｕ・東京に加入し、支部となったものである。 

 本件申立時の組合員数は、19名である。 

(4) 申立人Ａ（以下「Ａ」という。）は、昭和52年１月に三和に電気技術者

として入社し、千葉工場内にあった品質管理課に配属され、同年12月に

サービス課が新設されたことに伴い、サービス課（以下「千葉工場サー

ビス課」という。）所属となり、入社以来一貫して、販売した機械の納入、

組立指導、運転指導及び立ち会い等のサービス業務に従事していた。 

 昭和57年６月、千葉工場サービス課が廃止され、その業務の一部が本

社東京営業所へ移管したことに伴い、東京営業所（後に会社組織の改正

により東京支店となる。）勤務となったが、Ａはこれを組合活動に不利

益を与えるものであるとして拒否をし、Ａが書記長である間は、千葉工

場・成田工場において勤務することが認められた。 

 そして、その後、後述のサンワマトロン株式会社への転籍出向に応じ

なかったことから、就業規則違反を理由に、平成３年７月５日付けで解

雇通告を受けている。 

 Ａは、昭和53年に組合の執行委員に、昭和54年10月には書記長となり、

支部が結成された後も引き続き書記長の地位にある。 

(5) 申立外サンワマトロン株式会社（以下「新会社」という。）は、平成３

年４月12日に設立され、同年７月１日に業務を開始した。 

 三和の営業部門を分離独立させたもので、社長は三和の社長が兼ねて

おり、本社所在地は三和と同じであり、就業規則の内容も三和に準じた

ものである。 

 業務開始時における従業員数は嘱託、パートタイマーを含め52名であ

る。 

２ 労働組合の結成と結成以後の労使関係 

(1) 昭和48年８月、住宅手当の新設を会社の代表取締役であるＢ（以下「社

長」という。）に要望したことを契機として、従業員の代表組織を作るた

めの準備委員会が発足し、昭和49年10月に課長以上の管理職を除く社員
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全員により従業員会が結成された。 

(2) 昭和51年５月24日、従業員127名中84名が参加して自主的自発的に組合

が結成された。 

 当時は第１次オイルショック後で会社の経営状況が苦しく、一時帰休

や希望退職を募っていたことから、会社に対する不安がつのっており、

会社と対等平等に交渉できるようにと労働組合を結成した。 

(3) 組合結成の翌日頃、社長が千葉工場へ来て、組合役員に「なぜこのよ

うな組合が三和機材に必要なのか、組合なんか別に必要ないだろう」な

どと発言した。 

 また、その何日後かに、組合三役が千葉工場内で行われた部課長会議

に呼ばれ、その場で「三和機材には組合は必要ない、なぜそのような組

合をつくるのか」などと言われた。 

(4) 昭和51年６月３日頃、最初の団体交渉が行われた。 

 この団体交渉には社長が出席したが、その後の団体交渉においては、

昭和52年春闘のときまでと、和議開始申立直後の昭和61年夏期一時金の

ときにしか社長は出席しておらず、平成３年頃以降の団体交渉における

会社側の出席者は、千葉工場長、総務課長及び非常勤の顧問の３名のみ

となった。 

(5) 昭和51年７月８日、会社と組合とは「組合事務所使用に関する覚書」

を締結し、会社は千葉工場敷地内の組合事務所用建物等を組合に無償で

貸与した。 

 また、会社掲示板の一部を組合掲示板として使用させたり、組合から

申し入れがあれば、使用が予定されていない限り、工場内会議室の使用

を許可する等の便宜供与を行った。 

(6) 昭和51年９月22日、会社は組合に対し、組合が非組合員の組織である

社員会制度を認めなければ、組合との36協定を結ばないと言ってきたの

で、組合は36協定と社員会制度とは別問題であると反発した。 

(7) 昭和54年２月13日、千葉工場製造課長であったＣ（以下「Ｃ製造課長」

という。）が組合員２名に対して、千葉工場内会議室において、「班長に

推薦したいが、組合に入っていると社長は頭をタテに振らないんだよ。

どうだね組合をやめるわけにはいかないかね。」等と発言するなど組合脱

退勧奨を行った。 

 同年７月９日、千葉工場総務課長であったＤ（以下「Ｄ総務課長」と

いう。）は、このＣ製造課長の発言が不当労働行為であると認める文書

に署名した。 

 当時、組合はどこからの指導・援助も受けていなかったため、会社か

らの組合脱退勧奨に対して不当労働行為の救済申立てを行う等の対応が

できなかった。 

(8) 昭和54年頃には組合員21名にまで減ったため、昭和55年10月、組合は

組織を立て直すためには外部からの指導援助が必要であると判断し、千
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葉市地区労働組合協議会へ加盟した。 

(9) 会社は経営不振のため、昭和61年３月31日付けで東京地方裁判所（以

下「東京地裁」という。）に和議手続開始の申立てを行い、昭和62年２月

25日に和議を認可する決定を受けた。 

 和議条件は次のとおりであった。 

一 申立人は、各和議債権者に対し、本件和議認可決定の日から１年

目を第１回とし、以後１年後毎に第10回まで、それぞれ各和議元本

債権額の５パーセント宛を支払う（合計50％）。 

二 各和議債権者に前項の支払が履行されたときは、各和議債権者は、

申立人に対し、その余の和議元本債権並びに和議元本債権に対する

利息、損害金債権を全部免除する。 

三 （省略） 

(10) 会社が和議開始の申立てを行った直後である昭和61年４月28日、組合

と会社とは、協定書（以下「61年協定」という。）を締結した。 

  61年協定において定めた、組合と会社との協議事項は次のとおりであ

った。 

 会社再建の完結するまでの間、組合員の重要な労働条件の変更、な

らびに変更が予測される次の事項があるときは、会社は事前に従業員

に通知し、組合と誠意をもって協議するものとする。 

(1) 解雇・出向・転勤・配置転換など人事に関する事項、 

(2) 会社および事業所の移転・休業・縮小など経営上の変更に関する

事項、 

(3) 会社の土地・建物・機械設備など重要な固定資産の処分・搬出な

ど財産上の処分・変更に関する事項。 

(11) 組合は企業内組合の限界を感じ、ＪＭＩＵ・東京に加盟したが、その

直後の平成元年11月29日、会社は支部組合員が休憩時間中に千葉工場内

において行うアンケートやビラの配布等の組合活動を禁止する、という

新たな規制を組合に申し入れた。 

３ 組合役員への会社の対応 

(1) 組合結成後に組合三役は、全員が勤務評定をＡ・Ｂ・Ｃの３段階の評

価のうち、最も低い評価であるＣランクに下げられ、昇給や一時金にお

いて不利益な取扱いを受けた。 

 このため、組合は組合結成に対する報復手段ではないかと会社に抗議

した。 

 また、昭和53年９月１日付けで、Ｅ（当時執行委員長）、Ｆ（当時書

記長、現執行委員長）が班長職を解かれたが、本人に解任の理由は説明

されなかった。 

(2) 昭和53年11月頃、会社は退職者の補充を理由として、Ａに対し組合員

のいない大阪のサービス工場（以下「大阪工場」という。）への転勤を打

診したが、Ａは家庭の事情等を理由に拒否したため、会社はこれを撤回



- 5 - 

した。 

(3) 昭和53年11月11日、12日に、会社は各営業所のサービスマンを千葉市

にある千葉県経営研修センターに集め研修会を実施し、Ａに電気関係点

検マニュアルの講師をさせ、サービスマンが実務上必要な知識等の習得

をはかった。 

 また、会社は、昭和54年６月１日付けで、大阪工場の電気関係サービ

スを強化するため、経験が浅い同工場のＧ（以下「Ｇ」という。）に電

気関係サービス業務を覚えさせることとし、同人を千葉工場へ転勤させ、

その補充のための交換人事として、Ｈ（以下「Ｈ」という。）を千葉工

場から大阪工場へ転勤させた。 

 なお、その後、Ｇは同年９月１日付けで大阪工場へ戻り、またＨは同

年９月17日付けで千葉工場へ戻った。 

 当時、サービスマンの人数は、千葉工場に３名ないし４名、大阪工場

には３名程度であった。 

(4) 昭和54年、会社はＡに対し組合員のいない札幌営業所への応援を打診

したが、拒否されたのでこれも撤回した。 

(5) 昭和54年７月、会社はＩ（当時書記長、以下「Ｉ」という。）を千葉工

場から成田工場へ転勤させた。 

 当時、組合員は千葉工場にしかおらず、同工場から転勤させられると

組合を脱退するという状況があったので、組合は、会社がＩに対し不当

労働行為等を行った場合にはＩを千葉工場へ復帰させることを会社と確

認したうえで、Ｉの成田工場への転勤を認めた。 

(6) 昭和57年６月、会社は千葉工場サービス課を廃止し、その業務の一部

を本社営業部東京営業所へ移管する組織改正を行った。 

 この組織改正に伴い、Ａは組合員のいない本社勤務を命じられた。 

 昭和57年６月４日、組合は、この組織改正は、当時書記長であったＡ

を千葉工場から切り離し、組合員としての活動に対して不利益を与えよ

うとするものであるとして、当委員会へ不当労働行為救済申立て（昭和

57年（不）第３号事件）を行ったが、昭和60年９月６日、Ａの所属は営

業部東京営業所サービス係とするが、会社はＡが書記長である間、東京

営業所長の指示、命令がある場合、千葉工場・成田工場において勤務す

ることを認める等の内容で和解が成立し、申立てを取り下げた。 

(7) 昭和62年８月、Ａが社外で不適当な言動をしたことを理由として、会

社はＡに対し同年９月に減給処分を行ったが、組合はこの処分は不当労

働行為であるとして、同年11月６日に当委員会へ不当労働行為救済申立

て（昭和62年（不）第４号事件）を行った。 

 この事件については、Ａは会社に始末書を提出する、会社はこの処分

を撤回し譴責処分に変更し、減給処分による減給額をＡに支給する等の

内容で当事者間において和解が成立し、組合は昭和63年６月16日に申立

てを取り下げた。 
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４ 新会社の設立と転籍出向問題について 

(1) 平成３年１月14日、会社の取締役会において、販売部門を別会社にす

ること、従業員の出向は転籍出向とすることが決定され、社名、資本金

等は社長一任とされた。 

 販売部門を分離する目的は、①三和以外の製品の取扱いを容易にする

ことにより、ユーザーのニーズに臨機応変に対応し、ユーザーの拡大を

図ること、②製造部門と販売部門のもたれあいをなくし、組織を活性化

すること、③製造部門、営業部門の各々が自部門にみあった待遇に改善

できること、④三和は和議会社であるため資金調達が難しいが新会社で

は資金調達が容易になることであった。 

 なお、その後の会社の取締役会では、従業員を新会社に出向させるに

あたり在籍出向で行うことについての議論はされなかった。 

(2) 平成３年３月、会社の経営計画会議が開かれたが、この会議でも新会

社設立の話は出なかった。 

(3) 平成３年１月28日、会社の取締役会において、就業規則に基づく出向

規程を整備することが決定され、出向に転籍出向が含まれることを明ら

かにした出向規程が、同年４月１日から実施された。 

 転籍出向に係る会社の就業規則の規定は次のとおりである。 

（配置換、異動、出向） 

第17条 会社は業務の都合により配置転換、転勤、応援、派遣、出向を命

ずることがある。 

②～③（省略） 

④ ①項の出向（出向とは、関連会社に期間を定め勤務させるものを

いう）については、別に定める「出向規程」に基づき行う。 

また、転籍出向に係る会社の出向規程は次のとおり定められた。 

（通則） 

第１条 本規程は、就業規則第17条の④に基づく従業員の出向（転籍を含

む）の取扱いについて定める。 

第２条 （省略） 

（在籍・転籍） 

第３条 （省略） 

② 転籍出向者は、転籍出向時をもって会社を退職し、出向先会社

（以下、出向先という）に籍を置く。 

（出向期間） 

第４条 出向期間はその都度定める。 

ただし、転籍出向は除く。 

第５条 （省略） 

（給与・賞与等） 

第６条 出向者の賃金、賞与、その他の給与は、原則として出向先の規程

により出向先から支給を受けるものとする。 
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（以下省略） 

② 転籍出向者の会社在籍期間に対応する賞与は、会社定年退職者

の取扱いによる。 

第７条   （省略） 

（退職金） 

第８条 転籍出向者の退職金の支払いは、出向先勤続年数に会社の在籍期

間を加え通算の上、出向先における退職時に、出向先の規程に基

づき取り扱う。 

②  （省略） 

第９条   （省略） 

（福利厚生） 

第10条 転籍出向者の福利厚生制度は、出向先に移転可能な制度について

出向時に移行させる。 

（以下省略） 

(4) 出向規程の実施に先立つ平成３年１月29日、会社は職場代表者懇談会

において出向規程の提示を行ったが、現行の就業規則では転籍出向が明

確でないため整備すると説明しただけで、すでに決定していた販売部門

の分社化については説明しなかった。 

 なお、この出向規程の整備については、千葉工場及び成田工場の従業

員代表から、「『転籍』に関する規程を除いて頂きたい。」などと記載さ

れた意見書が出された。 

(5) 平成３年４月12日、会社は新会社を設立、登記した。 

(6) 平成３年５月９日、会社は、新たに新会社を設立したこと、営業部門

の従業員全員と総務部の一部の従業員を、平成３年７月１日付けで新会

社へ転籍出向させることを従業員に明らかにした。 

(7) 新会社設立と転籍出向問題に関する団体交渉経過等は次のとおりであ

った。 

ア 平成３年５月13日、１回目の団体交渉が行われた。 

 会社は、新会社の概要を口頭で説明した。 

 支部は、会社の社名、本社所在地、資本金、株主、取引銀行など新

会社についての基本的な問題と、転籍出向の対象となる部署や、なぜ

転籍出向でなければならないか等の質問を行い、基本的には転籍にな

る本人が納得同意するように話し合ってほしいとの申し入れをした。 

 また、支部は、支部組合員に関しては支部が交渉に当たる、支部は

支部役員の転籍出向には応じられないとの態度表明をした。 

イ 平成３年５月23日、２回目の団体交渉が行われた。 

 会社は、新会社の概要を記した「サンワマトロン株式会社（新会社）

について」という文書を支部に提出した。 

 支部は、７月１日までに転籍出向に応じなかった人をどうするかと

の質問をした。 
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 会社は、会社を辞めてもらうというようなことは考えず説得してい

く考えであると説明した。 

ウ 平成３年５月31日、３回目の団体交渉が行われた。 

 会社は、新会社の就業規則は基本的には三和と同じだが、細かいこ

とは次回交渉時に示す予定である、また大体の人は会社の考え方を理

解して転籍に応じるという気配であると説明した。 

エ 平成３年６月５日、４回目の団体交渉が行われた。 

 会社は、新会社の就業規則を支部に提出し、内容は三和のものと基

本的には同じであると説明した。 

 支部は、転籍対象者に、一定期間転籍出向か在籍出向かの選択権を

与える考えがあるのか、本人が転籍出向を納得しなかった場合の会社

の対応はどうか、新会社分離により合理化が行われ労働強化にならな

いか等の質問をした。 

 会社は、腰掛け的な形ではなく腰を落ち着けて頑張ってもらうよう

説得の努力を続ける、新会社分離は労働強化が目的ではない等と回答

した。 

オ 平成３年６月10日、５回目の団体交渉が行われた。 

 支部は、７月１日までに転籍に応じない者について当面在籍出向で

できないか、労働条件をどの位の期間ならば三和と同レベルを維持で

きるか、なぜ今営業部門を分離しなければならないのか等の質問をし

た。 

 会社は、７月１日全員転籍の予定で手続きを進めており在籍出向は

考えていない、労働条件について三和を将来とも下回らないという保

障はしかねる、営業部門の分離についての意見は和議以前からあり分

離した方が現状よりもベターであると判断し踏みきったものである等

と回答した。 

カ 平成３年６月17日、６回目の団体交渉が行われた。 

 支部は、新会社設立の目的は「機動性に富んだ資金の運用」にある

のではないか、在籍出向を認められないか、新会社の労働条件を三和

と３年位は同じにできないか、新会社が倒産した場合には三和が全社

員を引き取れないか、労働強化にならないか等の７項目の質問書を提

出し、併せて、文書で回答してもらいたいという申し入れをした。 

 会社は、新会社設立の目的は「機動性に富んだ資金の運用」だけで

はない。全員が一体となって転籍出向で頑張ってもらいたい、労働条

件の保障期間については設けることは考えていない、新会社が倒産す

れば三和も傾くことになるので全社員を引き取ることは考えていない、

新会社の分離により労働強化になるとは考えてない等と回答した。 

 会社は、質問書の回答については改めて文書で提出すると約した。 

キ 平成３年６月25日、７回目の団体交渉が行われた。 

 会社は、６月17日に支部が会社に提出した質問書に対する回答書を
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提出した。 

 回答書の内容は、前回交渉時の答弁と同内容であった。 

 支部は、転籍出向は三和を解雇されることになるが本人の同意が必

要なのではないか、７月１日までに転籍出向に同意しなかった場合ど

うなるのか等の質問をした。 

 会社は、本人を交えての契約の必要性は労働条件が変わる場合の議

論であり法的には問題ないと考えている、７月１日発足に応じなかっ

たとしても即日解雇するなど無理であり、できるわけはない等と回答

した。 

 会社は、新たな問題があれば団交は拒まないが、発足準備を進行さ

せる時期となったので進めざるを得ないと説明した。 

ク 平成３年６月26日、８回目の団体交渉が行われた。 

 支部は、①転籍出向については本人の同意を得てから行うこと、②

支部組合員については本人と支部の同意を得てから実施すること、③

転籍出向者の労働条件継続については、三和と新会社の同意書を提出

すること、④三和在籍申の退職金を、各人に明確にすること、⑤転籍

出向者が新会社の倒産等により解雇させられる場合、三和が一切の責

任を負うことの５項目の要求書を提出した。 

 会社は、新たな問題がなければ団体交渉を打ち切ること、明日の転

籍出向辞令の交付について支部組合員については留保することを通告

した。 

ケ 平成３年６月27日、会社は、新会社と「転籍に関する会社間協定書」

を締結し、転籍者の給与、退職金等の取扱いを定め、転籍出向に同意

した従業員に対し辞令を交付した。 

 しかし、会社は支部からの要請を受け入れ、Ａを含む支部組合員３

名に対しては、他の従業員と一緒には転籍出向辞令を交付せず、支部

からの回答を得てから辞令を交付することとした。 

 支部は、３名の意向を確認したところ、２名は転籍出向に同意した

が、Ａは同意しなかった。 

 支部としても書記長であるＡが退職することは不利益なので、Ａの

意向を支持することとし、その意向を会社に回答した。 

 会社は、転籍出向に同意した支部組合員２名に対し、同日付けで転

籍出向辞令を交付した。 

コ 平成３年６月28日、Ｄ総務課長が、６月26日に支部が会社に提出し

た要求書に対する回答書を支部に提出した。 

 回答の内容は、①支部組合員を除く全員が転籍出向辞令を受領した、

②２名の支部組合員については、本人が転籍出向に同意したとの連絡

を支部から受けたので本人に転籍出向辞令を交付した、③労働条件継

続については、すでに交付済の三和と新会社の就業規則等で足りると

判断する、④退職金は、本人が直接会社に申し出れば本人にのみ示す、
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⑤新会社が倒産した場合、従業員を三和で引き取るとの約束はできな

いというものであった。 

サ 平成３年７月１日、会社は、新たな問題がないことを理由に、文書

で団体交渉の打ち切りを支部に通告した。 

シ 平成３年７月３日、支部は、会社からの７月１日付け通告文書の破

棄等を求める抗議文を提出した。 

５ 本件解雇通告に至る経緯について 

(1) 平成３年６月27日、Ｊ営業部長がＡに対し新会社で働いてもらいたい

と話したが、Ａは「自分は組合書記長であり、個人としては同意できな

い。組合に任せているので、会社と組合との話し合いが合意できれば同

意する。」旨の回答をした。 

(2) 同月28日、Ｋ総務部次長（以下「Ｋ次長」という。）らが、Ａに新会社

へ行ってもらいたいと話したが、Ａは転籍出向に応じようとはしなかっ

た。 

(3) 同年７月１日、新会社は業務を開始した。 

 Ｌ総務部長（以下「Ｌ総務部長」という。）らは、朝社後にＡを呼び

転籍出向の意思を再度確認したが、Ａは応じなかった。 

 同日午後、会社はＡの机と椅子を三和総務部に移動し、Ａに対し三和

の総務部預かりとすると伝えた。 

 Ａは、サービスの改善についてのレポートを作成するなどして、終日

同社で勤務した。 

(4) 同月２日、Ａは三和総務部へ出勤した。 

 Ｌ総務部長らがＡに対し、新会社で勤務してもらいたいと話したが、

Ａは「組合に任せている。」との従来と同様の回答を繰り返した。 

 Ａは電気関係の本を勉強するなどして、終日同社で勤務した。 

(5) 同月３日午前、Ａの同意を得られないまま、Ｌ総務部長らは会社応接

室において、同日付けで、新会社への転籍出向と新会社東京支店サービ

ス課（以下「新会社サービス課」という。）勤務を命じ、辞令を交付しよ

うとしたが、Ａは「会社と組合との話し合いが終わっていないので、転

籍出向には応じられない。」と、辞令の受領を拒否し、午前中で会社を早

退した。 

 同日午後、Ａは三和千葉工場へ行ったが、Ｄ総務課長が組合事務所以

外の場所への出入りを禁じたため、終業時刻まで支部組合事務所に滞在

した。 

 支部は、Ａの意向を事前に通知したにもかかわらず、会社が辞令を出

したことについての対応を協議し、抗議文を出すこととした。 

 なお同日午前中に、会社はＡの机を三和総務部から新会社サービス課

へ移動した。 

(6) 同月４日朝、Ａは新会社ではなく、三和千葉工場へ出勤した。 

このため、Ｄ総務課長は、Ａが支部組合事務所以外の場所へ出入りする
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ことを禁止した。 

 同日午前、Ｍ新会社サービス課長（以下「Ｍサービス課長」という。）

がファックスによりＡに対し出張修理の作業指示を行ったが、ＡはＭサ

ービス課長に電話して、その仕事を断った。 

 なお同日、Ｌ総務部長はＫ次長にＡへの解雇通告書の案文を作成させ、

社長の承認を受けた。 

(7) 同月５日朝、Ａが新会社ではなく三和総務部へ出勤したため、Ｋ次長

は新会社で仕事をするよう指示したが、Ａは同意しなかった。 

 また、Ｍサービス課長が再度Ａに対し出張修理の作業指示を行ったが、

Ａはこれも断った。 

 同日午後、Ｌ総務部長らはＡに再度新会社で勤務するよう命じたが、

同意しなかったので「貴殿は、平成３年７月３日付辞令により、当社よ

りサンワマトロン株式会社に転籍出向を命じられましたが、貴殿はこれ

を拒否し、いまだサンワマトロン株式会社に出勤しておりません。……

よって、当社は就業規則第28条12項（「業務上の指揮命令に違反したと

き」）に照らし、やむを得ず本書をもって貴殿との労働契約を解消いた

します。」などと記載した解雇通告書をＬ総務部長が読み上げたうえ手

交し、同日付けで解雇した。 

 なお、同年７月３日から同年７月５日までの間、Ａの転籍出向及び本

件解雇に係る団体交渉は行われなかった。 

(8) 解雇に係る会社の就業規則の規定は次のとおりである。 

（懲戒） 

第28条 従業員が次の各号の１に該当するときは、第29条の規定によ

り懲戒を行う。 

１．～11． （省略） 

12． 業務上の指揮命令に違反したとき 

13． （省略） 

（懲戒の種類程度） 

第29条 懲戒はその情状により次の区分によって行う。 

１．～３．（省略） 

４．懲戒解雇 予告期間を設けることなく即時解雇する（この場

合において、所轄労働基準監督署長の認定を受

けたときは予告手当を支給しない） 

６ 東京地方裁判所への仮処分の申立て 

 平成４年１月31日、東京地裁は、Ａが会社を相手どって申し立てた、本

件解雇に係わる地位保全及び賃金の仮払いを求める申立て（東京地裁平成

３年(ヨ)第2267号地位保全仮処分申立事件）について、Ａが労働契約上の

権利を有する地位にあることを仮に定めることについては必要性を認めな

かったが、賃金の仮払いについては必要性を認め、平成３年７月から第一

審の判決言渡しまでの間、会社に仮払いを命ずる旨の決定をした。 



- 12 - 

 なお、決定された仮払い金額は、平成３年７月については254,093円、

平成３年８月以降については312,745円である。 

第２ 判  断 

１ 本件解雇について 

(1) 申立人の主張要旨 

ア 転籍出向が有効であるためには、当該労働者の個別的・具体的同意

が必要であるとされているが、Ａは本件転籍出向に同意しておらず、

本人の同意を欠く本件転籍出向命令は無効である。 

したがって、転籍出向の拒否を理由とする本件解雇もまた無効であ

ることは明白である。 

イ 会社は、組合結成直後から組合に対し不当労働行為を繰り返し、組

合役員に対しては降格・降給・配転を行うとともに、組合員に対して

は、執拗に組合脱退工作を行った。 

 また、Ａに対しても大阪工場や札幌営業所への転勤を打診したり、

Ａが所属していた千葉工場サービス課そのものを東京営業所へ移管す

るなどして、Ａを千葉工場から配転させ、組合を弱体化させようとし

た。 

 転籍出向命令を、事前協議を尽くさぬまま、かつ、転籍出向には本

人の同意が不可欠であることを無視して強行し、転籍出向に応じない

ことを理由に事前協議もなく解雇を強行したことは明らかな不当労働

行為である。 

 本件解雇はＡの正当な組合活動を嫌悪し、著しい不利益取扱いを強

いるとともに、支部に対して支配介入し、その弱体化をねらったもの

であることは明らかであり、労働組合第７条第１号及び第３号に該当

する不当労働行為である。 

(2) 被申立人の主張要旨 

ア 就業規則の変更については、判例上、それが合理的なものである限

り許されるとされているが、本件就業規則変更においては、出向者が

被る不利益は考えられず、販売部門分離により転籍出向の必要性が存

するから合理性が認められるものであり、本件就業規則変更は有効で

ある。 

 また、就業規則の規定は、それが合理的なものである限り労働契約

の内容となるものであることは判例上確定されていることであるから、

出向規程を含む変更後の就業規則は会社とＡとの労働契約の内容とな

っている。 

 したがって、会社はＡに対し、転籍出向命令を有効になしうるので

あり、Ａはそれに応じるべき義務があり、個別的・具体的同意は必要

でない。 

 しかも、本件出向命令は、出向元会社と出向先会社が法人格こそ違

うが、実質上同一の会社とみることができるから、会社が就業規則に
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基づき従業員に対し異動を命じることができるという配転の法理によ

っても、会社の人事権に基づいてなし得るのであり、転籍出向につい

ての個別的・具体的同意は必要でない。 

 よって本件解雇は有効である。 

イ 申立人の主張する一貫した「不当労働行為策」については、申立人

から不当労働行為救済申立てがなされるたびに、申立人との間で和解

協定書を締結して、それを誠実に実行してきたのであって、被申立人

には不当労働行為の意思もないし、不当労働行為の事実もない。 

 また、Ａに対する大阪工場・札幌営業所への転勤打診は、大阪・札

幌ではサービス陣が少人数であり、電子・電気関連作業のできる従業

員の補充が必要だったので、Ａに打診したのであり、また千葉工場サ

ービス課の東京営業所移管については、営業とサービス一体化を実現

しようとしたものであり、Ａを配転させるために組織変更を行ったと

いうことは全くない。 

(3) 判 断 

ア 転籍出向命令の有効性について 

 会社は、本人の個別的・具体的同意を欠いた転籍出向命令でも有効

であり、本件解雇も有効であると主張するので、まず転籍出向命令の

有効性について判断する。 

 会社は、転籍出向を就業規則に規定しており、その内容は会社と従

業員との労働契約の内容となっているから、従業員の個別的・具体的

同意なくしても転籍出向命令を有効になし得ると主張するが、出向規

程は転籍出向命令のわずか３か月前に実施されたものであり、しかも

Ａがこれに同意していたとは認められないので、出向規程を含む就業

規則が会社とＡとの労働契約の内容になっていたとは到底認められな

い。 

 また、会社は、出向先会社と出向元会社は法人格こそ違うが、役員、

株主、本社の所在地、就業規則、取引関係等から実質上同一の会社と

みることができるのであるから、配転の法理によっても会社の人事権

に基づいてなし得るのであり、Ａはそれに応じるべき義務があると主

張するが、会社が例示する、役員、株主、本社の所在地、就業規則の

いずれをとっても、将来にわたりその同一性が保障され得るものでは

なく、また労働条件についても、当面は三和と同じであったとしても、

その同一の労働条件を将来にわたり保障でき得るものでないことは、

会社も自認しているとおりである 

 よって、本件転籍出向命令は配転と同様に会社の人事権に基づき命

じることができる、という会社の主張は首肯できない。 

 したがって、本件転籍出向命令の有効性についての、会社の主張は

いずれも採用できない。 

イ 解雇の不当労働行為性について 
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(ｱ) 前記第１の３(2)及び(3)で認定したとおり、昭和53年11月頃、会

社はＡに対し組合員のいない大阪工場への転勤を打診したが、Ａが

家庭の事情等を理由に拒否したためこれを撤回し、昭和54年６月に

千葉工場のＨと大阪工場のＧとの交換人事を行っている。 

 会社は、電気のことがある程度わかるサービスマンが辞め、電気

関係のサービス業務に支障を来すことになったので、電気関係のサ

ービス業務ができるのは会社の中でＡだけだったので、補充のため

Ａに大阪工場への転勤を打診したと主張するが、辞めた者の氏名、

退職年月日等を明らかにしないばかりか、第９回審問においてＤ総

務課長は、Ｎ申立人代理人からの質問に対し、辞めた者が電気が専

門であったかどうか記憶があいまいである、と答えている。 

 また、前記第１の３(3)で認定したとおり、千葉工場サービス課

にはサービスマンが３名ないし４名しかいなかったのであるから、

会社が主張するように電気関係のサービス業務ができるのが Ａだ

けであるとすれば、Ａを大阪工場へ転勤させた場合、千葉工場にお

ける電気関係のサービス業務に支障を来たすことは十分予想しうる

ものであり、会社の主張する転勤の必要性や人選の基準についての

主張は、合理性を欠き、きわめて不自然である。 

 前記第１の３(1)で認定したとおり、この転勤打診に先立つ昭和

53年９月に、会社は組合役員を班長から降格させているが、本人達

にその理由を説明していないこと、また前記第１の２(7)で認定し

たとおり、昭和54年頃、Ｃ製造課長が組合員に対して組合脱退勧奨

を行い、これを不当労働行為であるとＤ総務課長も認めていること

を考慮すると、昭和53年から昭和54年頃、会社が正当な理由もなく、

組合と組合役員を嫌悪していたことは明らかであり、前記第１の３

(2)で認定したとおり、昭和53年11月頃、会社はＡに対し大阪工場

への転勤打診を行ったが、これは業務上の必要性というよりは、む

しろ組合役員であったＡの正当な組合活動を嫌悪し、組合の弱体化

を企図したものであったと認めるのが相当である。 

 前記第１の３(3)で認定したとおり、会社が昭和53年11月に電気

関係の研修を行ったことは、会社が電気関係サービスの向上に関心

が強かったことを推認させ、また昭和54年６月に会社がＧとＨとの

交換人事を行ったことは、大阪工場で電気関係が弱体であったこと

を推認させるものである。 

 しかし、これらの事情を考慮しても、Ａを大阪工場へ転勤させる

必要性があったとまでは認められないのであって、この点に関する

会社の主張は採用できない。 

(ｲ) 前記第１の３(4)で認定したとおり、会社は昭和54年にＡに対し

札幌営業所への応援を打診したが、Ａが拒否したため、これも撤回

している。 
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 会社は、札幌営業所は電気関係が弱体であり、Ａに行ってもらっ

て向こうの人間に覚えてもらうような形での仕事に従事してもらい

たいと考えていたと主張するが、短期間の出張ではなく、長期間の

応援に行かせるまでの業務上の必要性を認めるに足りる疎明がない。 

(ｳ) 前記第１の３(6)で認定したとおり、昭和57年６月に会社は千葉

工場サービス課の業務の一部を本社営業部東京営業所へ移管した。 

 支部は、この組織改正の目的について、当時書記長であったＡを

千葉工場から切り離して組合を弱体化させようとしたものであると

主張する。 

 サービス業務の改善については、会社では昭和52年頃からサービ

ス部門と営業部門との連携について検討していたことが一応認めら

れ、また両部門の連携強化のためにサービスマンを場所的に移動す

ることについても明らかに不合理であるとまでは言えず、しかもＡ

のみを対象としたものではないから、たとえ結果的に書記長である

Ａを組合員のいない本社へ配置転換させることになるとしても、組

合を弱体化させるための組織改正であったとまでは認めことは困難

である。 

(ｴ) 前記第１の５(7)並びに第１の４(7)イ、エ及びキで認定したとお

り、会社は、書面により、平成３年７月５日付けでＡに対し解雇通

告を行ったが、これに先立つ団体交渉において、支部から「転籍に

応じなかったらどうなるのか」とのたびたびの質問に対し、会社は

その都度、「会社をすぐに辞めてもらうということは考えていない」

旨の回答をしており、解雇については明言していない。 

 それにもかかわらず、会社がＡが転籍出向辞令の受領を拒否した

翌日の７月４日には本件解雇の意思を固め、翌々日の同月５日には

解雇通告を行ったことは性急な感を否めない。 

(ｵ) 前記第１の５(1)、(2)、(3)、(4)及び(7)で認定したとおり、他

の従業員に転籍出向辞令を交付した平成３年６月27日以降、会社が

Ａに転籍出向に応ずるよう要請していたことは一応認められるが、

Ａが「組合に任せている。」と回答しているにもかかわらず、会社

は支部との話し合いを一切行っておらず、会社からこの理由につい

ての疎明もないことから、Ａの転籍出向について、会社が十分な誠

意を尽くしたとは認め難い。 

(ｶ) また、前記第１の４(7)クで認定したとおり、同月26日に、会社

が団体交渉の打ち切りを一方的に通告したことから、支部書記長で

あるＡとしては、会社と支部との話し合いが合意しないことを理由

として、転籍出向を拒んだことは理解できる。 

(ｷ) 前記第１の２(10)で認定したとおり、61年協定において解雇につ

いては会社と支部との協議事項とされているにもかかわらず、会社

は本件解雇について、支部との話し合いを平成３年７月３日以降、
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同月５日にＡへの解雇通告を行うまでの間、一切もっていないこと

は、前記第１の５(7)で認定したとおりであり、会社からこれにつ

いての疎明もないことから、61年協定違反であることは明らかであ

る。 

 以上総合すると、会社は本件解雇について十分な回避努力をした

とは認められず、Ａと支部とが転籍出向には応じないことを見越し

たうえで、あえて転籍出向を命じ、就業規則の規定に籍口して、か

ねてからその組合活動を嫌悪していた会社が、Ａを解雇することに

より不利益に取り扱い、もって支部の弱体化を企画し、支配介入し

たものと認めざるを得ず、労働組合法第７条第１号及び第３号に該

当する不当労働行為である。 

２ 団体交渉について 

(1) 申立人の主張要旨 

ア 団体交渉における会社側の出席者は次第に減ってきて、平成３年頃

には千葉工場長他２名となっている。 

 会社は団体交渉に社長が出席しないことについて、これらの交渉員

に交渉権限を委任していると主張するが、本当に委任がなされている

のか疑わしい。 

 会社は、権限のあるものを次々と団体交渉に出さなくなり、その結

果、団体交渉はまったく形骸化してしまった。 

 新会社設立や本件解雇に関する団体交渉についても、会社は61年協

定に違反して支部との間で事前の団体交渉を行っておらず、新会社設

立後に行われた団体交渉も、実りのない儀式として繰り返したに過ぎ

ない。 

イ 92春闘でも、支部が平成４年２月28日付けで要求を提示し、３月12

日を回答期限日と指定したにもかかわらず、平成４年５月８日現在で

いまだ有額回答すら行われていない。 

 これら一貫して団体交渉に誠実に応じていないのは、労働組合法第

７条第２号に該当する不当労働行為である。 

(2) 被申立人の主張要旨 

ア 新会社への業務移管及びそれに伴う従業員の出向については、８回

にわたって支部と団体交渉を重ねてきた。 

イ 92春闘について、会社は誠実に団体交渉に応じた。 

(3) 判 断 

ア 新会社の設立及び本件解雇に係る団体交渉について 

(ｱ) 前記第１の４(1)及び(7)で認定したとおり、新会社設立と転籍出

向問題等については、平成３年５月13日から同年６月26日までの間、

８回の団体交渉が行われているが、①支部からの「当面在籍出向で

できないか」との要求に対し、会社は「腰掛け的ではなく腰を落ち

着けて頑張ってもらいたい」等の回答を繰り返すのみであり、取締
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役会でも組合からの在籍出向要求についてまったく議論せず、転籍

出向に固執した態度に終始していること、②新会社の就業規則が提

示されたのが同年６月５日であり、新会社が業務を開始するまで１

か月足らずという時期であったこと、③三和と新会社とが転籍に関

する協定書を締結し、転籍者の転籍後の給与、退職金等の取扱い等

が確定したのが、同年６月27日という業務開始直前であったこと、

④しかるに、会社はこれらに先立つ同年５月31日の団体交渉で「大

体の人は会社の考え方を理解して転籍に応ずる気配である。」と、

説明するなど、従業員に新会社での詳細な労働条件を示し、従業員

の理解を得たうえで転籍出向に協力させようとするのではなく、一

方的に転籍出向を命じようとする姿勢が顕著であったことが認めら

れる。 

(ｲ) 前記第１の２(10)で認定したとおり、会社と支部とは61年協定を

締結し、「解雇・出向・転勤・配置転換など人事に関する事項」及

び「会社および事業所の移転・休業・縮小など経営上の変更に関す

る事項」を事前協議事項としているにもかかわらず、会社は平成３

年５月13日の１回目の団体交渉に先立つ、同年４月12日に新会社を

設立登記していること、また、Ａの解雇については、Ａが転籍出向

辞令の受領を拒否した同年７月３日以降解雇までの間に、本件解雇

を議題とした団体交渉が行われていないことは、前記第１の４(5)

及び(7)ア並びに第１の５(7)で認定したとおりであり、これらは明

らかに61年協定違反である。 

(ｳ) 前記第１の４(1)で認定したとおり、新会社設立にあたり、平成

３年１月14日に行われた取締役会では新会社設立が決定されたのみ

で社名、資本金等の新会社の基本的事項の決定が社長一任とされて

いること、また、前記第１の４(2)で認定したとおり、同年３月に

開かれた経営計画会議等でも、出席者から社長に対し新会社につい

ての質問が出ていないことから、社長が会社経営についての広範な

決定力を有していたことが推認される。 

 前記第１の４(7)で認定したとおり、団体交渉において、転籍出

向に応じなかったらどうなるのかとの支部からの度重なる質問に、

会社は「会社をすぐに辞めてもらうということは考えていない」旨

の回答しておきながら、前記第１の５(6)で認定したとおり、Ａが

転籍出向辞令の受領を拒否した翌日には、会社は一転して解雇の意

思を固め、翌々日には解雇通知を行っており、性急な感を否めない

ことは、前記第２の１(3)イ(ｴ)説示のとおりである。 

 また、前記第１の４(1)及び(7)で認定したとおり、支部が団体交

渉において、たびたび在籍出向は認められないかと要求しているに

もかかわらず、会社側交渉員である千葉工場長も出席している取締

役会において、在籍出向が全く議題とされていなかった。 
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 これらの状況から判断すると、会社は、社長が団体交渉に出席し

ないことについて、交渉権限を千葉工場長ら交渉員に委任している

との主張をしているが、会社側の交渉員に交渉権限が実質的に委任

されていたとは認め難い。 

イ 92春闘について 

 92春闘については、申立人、被申立人のいずれからも判断に足る疎

明がない。 

 以上総合すると、本件解雇等についての団体交渉における会社の対

応は、誠実に団体交渉に応じていたものとは認められず、労働組合法

第７条第２号に該当する不当労働行為である。 

３ 救済の方法 

(1) 申立人らは原職への復帰を求めているが、Ａが従事していた業務はす

でに新会社へ移管してしまったので、その復帰すべき職場の決定につい

ては、労使間の協議に委ねることが適切と考えるため、主文第２項を命

ずることとする。 

(2) 賃金相当額の支払いの履行にあたっては、これに対応する東京地裁の

仮処分の決定に従いすでに支払った金員があれば、それをこの支払いに

充当することができる。 

(3) 申立人らは、陳謝文の掲示及び同文の全従業員への配布を求めている

が、主文第４項の救済をもって足りるものと思料する。 

第３ 法律上の根拠 

 よって、労働組合法第27条及び労働委員会規則第43条を適用して、主文の

とおり命令する。 

 

 平成７年２月10日 

     千葉県地方労働委員会 

      会長 一河秀洋 ㊞ 


